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（表１：事業が属する業種毎の最近１年間の売上高） 

当社の指定業種は清涼飲料製造業、果実酒製造業 

業種（※） 最近１年間の売上高 構成比 

1011 清涼飲料製造業 5,500,000円 52％ 

1021 果実酒製造業 1,054,000円 10％ 

1025 蒸留酒類製造業 3,986,000円 38％ 

 円 ％ 

企業全体の売上高 10,540,000円 100％ 
※ 業 種 欄 に は 、 日 本 標 準 産 業 分 類 の 細 分 類 番 号 と 細 分 類 業 種 名 を 記 載 。  

 

（表２：最近３か月間における企業全体の売上高に占める指定業種の売上高の割合） 

企業全体の 

最近３か月間の売上高【a】 

令和 6年 9月 令和 6年 10月 令和 6年 11月 合計 

840,000円 820,000円 850,000円 2,510,000円 

指定業種の 

最近３か月間の売上高【b】 

令和 6年 9月 令和 6年 10月 令和 6年 11月 合計 

55,000円 45,000円 60,000円 160,000円 

【b】/【a】×100 6.3％ ≧ 5％ 

 
 

（表３：最近３か月間の営業利益・売上高） 

指定業種の最近 3 か月間の営業利益・売上高 

 令和 6 年  9 月  令和  6 年  10 月  令和  6 年  11 月  合計  

営業利益 8,450 円 8,200 円 8,550 円 【ｱ】 25,200 円 

売上高 55,000 円 45,000 円 60,000 円 【ｲ】 160,000 円 

 

企業全体の最近 3 か月間の営業利益・売上高 

 令和 6 年  9 月  令和  6 年  10 月  令和  6 年  11 月  合計  

営業利益 253,000 円 233,000 円 235,500 円 【ｳ】 721,500 円 

売上高 840,000 円 820,000 円 850,000 円 【ｴ】 2,510,000 円 

 

 

（表４：最近３か月間の前年同期の営業利益・売上高） 

指定業種の最近 3 か月間の前年同期の営業利益・売上高 

 令和 5 年  9 月  令和  5 年  10 月  令和  5 年  11 月  合計  

営業利益 22,450 円 14,450 円 19,100 円 【ｵ】 56,000 円 

売上高 88,000 円 70,000 円 70,000 円 【ｶ】 228,000 円 

 

企業全体の最近 3 か月間の前年同期の営業利益・売上高 

 令和 5 年  9 月  令和  5 年  10 月  令和  5 年  11 月  合計  

営業利益 399,000 円 408,000 円 420,500 円 【ｷ】 1,227,500 円 

売上高 880,000 円 900,000 円 910,000 円 【ｸ】 2,690,000 円 

 

裏面へ続く 

直近月の2か月前の

月になります 

 
直近月になります。 

例) 申請が令和 6年 12月であれば 

令和 6年 11月になるようにしてください。 

 

（記入例） 赤字部分を記入してください 



 

（最近３か月間の月平均売上高営業利益率）  

指定業種【Ａ】 ＝ ｱ / ｲ × 100  ※小数点第 2 位以下切り捨て  

指定業種の最近３か月間の月平均売上高営業利益率【Ａ】 15.7％ 

 

企業全体【Ａ’】 ＝ ｳ / ｴ × 100 

企業全体の最近３か月間の月平均売上高営業利益率【Ａ’】 28.7％ 

 

 

（最近３か月間の前年同期の月平均売上高営業利益率） 

指定業種【Ｂ】 ＝ ｵ / ｶ × 100  ※小数点第 2 位以下切り捨て  

指定業種の最近３か月間の前年同期の月平均売上高営業利益率【Ｂ】 24.5％ 

 

企業全体【Ｂ’】 ＝ ｷ / ｸ × 100 

企業全体の最近３か月間の前年同期の月平均売上高営業利益率【Ｂ’】 45.6％ 

 
 

 

（１）最近３か月間の指定業種の月平均売上高営業利益率の減少率  

【Ｂ】  24.5％ － 【Ａ】  15.7％ 
×100 ＝   35.9％ 

【Ｂ】 24.5％ 

 

（２）最近３か月間の企業全体の月平均売上高営業利益率の減少率  

【Ｂ’】  45.6％ － 【Ａ’】  28.7％ 
×100 ＝   37.0％ 

【Ｂ’】 45.6％ 

 

（注）認定申請にあたっては、指定業種に属する事業を営んでいることが疎明できる書類等（例えば、取り扱ってい

る製品・サービス等を疎明できる書類、許認可証など）や、上記の売上高が分かる書類等（例えば、試算表や

売上台帳など）の提出が必要。 

≧２０％ 

≧２０％ 


